
平成２９年６月１５日

福岡県糟屋郡久山町大字久原字原2859番1
株式会社日立物流九州

代表取締役社長　宮下　浩之

貸 　 借　  対　  照 　 表
（平成２９年３月３１日現在）

（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

5,310,818 2,847,279

245,913 1,216,926

2,744,090 144,905

20 211,616

1,716 540,976

199,754 405,789

1,940,749 58,430

178,576 41,577

136,537

1,485,821 90,522

1,105,757 747,381

190,915 416,860

4,903 272,575

27,154 6,300

0 51,646

37,775 3,594,660

264,994 【純資産の部】

580,016 3,201,979

38,242 100,000

2,411 3,101,979

35,831 25,000

341,822 3,076,979

6,757 88,412

61,455 1,795,000

273,610 1,193,567

3,201,979

6,796,639 6,796,639

（注） 記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

そ の 他

負 債 合 計

土 地

株 主 資 本

無 形 固 定 資 産

純 資 産 合 計

別 途 積 立 金繰 延 税 金 資 産

流 動 負 債

リ ー ス 債 務

構 築 物

長 期 前 払 費 用

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

預 り 金

前 受 金

利 益 準 備 金

固定資産圧縮積立金

第 ６５ 期 決 算 公 告

そ の 他

預 け 金

固 定 負 債

未 払 費 用

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

金　　　額

リ ー ス 債 務

投 資 そ の 他 の 資 産 そ の 他 利 益 剰 余 金

差 入 保 証 金 繰 越 利 益 剰 余 金

売 掛 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

流 動 資 産

繰 延 税 金 資 産

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

受 取 手 形

未 収 入 金

工 具 、 器 具 及 び 備 品

建 物

資 本 金

リ ー ス 資 産

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

車 両 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

借 地 権 利 益 剰 余 金
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（単位：千円）

科　　目 金　　　　　　額

25,035,134 

21,817,150 

3,217,985 

1,566,003 

1,651,982 

218 

1,768 1,986 

3,843 

 △ 63 3,780 

1,650,188 

11,406 

8,770 20,176 

161 

7,000 

4,505 

1,016 12,682 

1,657,681 

679,000 

 △ 99,331 579,669 

1,078,012 

（注） 記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。

当 期 純 利 益

訴 訟 関 連 費 用

熊 本 震 災 災 害 損 失

リ ー ス 資 産 解 約 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 売 却 益

雇 用 調 整 助 成 金

訴 訟 関 連 費 用 精 算

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

為 替 差 益

損 　益 　計 　算　 書
自 平成２８年４月１日

至 平成２９年３月３１日

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 (リース資産を除く) 定額法
(2) 無形固定資産 (リース資産を除く) 定額法
(3) リース資産 　 　　 　  　        　  　   

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリー

ス取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引につい

ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

２．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　期末債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業
年度末において発生していると認められる額を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上しております。

３．消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

個　別　注　記　表
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